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土壌等の汚染が判明した場合の対応フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

  

健康被害のおそれの可能性あり 

 

確認の取消し 

土壌汚染調査・対策検討委員会 

特定施設使用廃止等 
（第３条） 

特定有害物質使用確認 

自主調査等による判明 

 

 

 

地下水汚染等の判明 

 

 
県による汚染源調査 

調査猶予の確認申請 

自主的な汚染除去措置 

対応不要 

法第５条第１項の 

調査命令 

調査の猶予 

土壌汚染対策法に基づく土壌汚染状況の調査 

土壌汚染調査・対策検討委員会 

措置不要 

要措置区域の指定・公示 

土地所有者等による除去措置 

措置不要として管理 

土地の形質変更制限 

汚染除去の完了(除去等) 

検討委員会 

区域指定の解除・公示 

土地の形質変更制限 

使用していない場合 

土地所有者への通知 

使用している場合 

 

 

健康被害のおそれ

の可能性なし 

確認できない場合 

確認できる場合 

指定基準に適合する場合 

指定基準に適合しない場合 

一定規模以上の土地の 

形質変更時（第４条） 

土地履歴等確認 

汚染のおそれなし 

汚染のおそれあり 

汚染区域指定申請 
（第 14条） 

調査内容が公定法を 

満足する場合 

健康被害のおそれなし 健康被害のおそれあり 

形質変更時要届出区域の指定・公示 

遮断工等による措置 

※形質変更時要届出区域 

(法第６条第１項) (法第 11条第１項) 

(法第６条第４項、第 11条第２項) 

(法第７条第１項) 

汚染の除去等計画の提出指示 形質変更時の届出 

(法第 12条第１項) 形質変更の施行方法が 
省令に合致しない場合 

施行方法の計画変更命令 

(法第 12条第４項) 

形質変更の実施 

汚染除去等の措置が講じられた 

場合と同等以上の状態 

一定規模以上

の土地の 

形質変更届出
（法第 3条第７項） 

調査命令 
（法第３条 

第８項） 

（自主的措置） 


